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研究成果の概要（和文）：カーボンニュートラルを実現するためには再生可能エネルギーの普及が重要である。
しかし、普及に伴い生産費用が逓減する太陽光・風力発電とは異なり木質バイオマスは費用の減少が見込めな
い。我々は木質バイオマスのエネルギー利用に際する特徴的な経済構造を＜木質バイオマス経済＞と定義して多
角的に調査研究を行ってきた。財の移動が空間的に制限されること、財の生産が土地の特性に強く依存するこ
と、持続可能な森林のためには再造林のためにより多くの資源を投入する必要があること、地域の雇用源となる
こと、地域間の資金収支を調整すること、長期的に炭素シンクとなることなど、論点の整理と深化に貢献するこ
とができた。

研究成果の概要（英文）：The proliferation of renewable energy sources is imperative for the 
attainment of carbon neutrality. Nevertheless, in contradistinction to photovoltaic and wind energy 
generation, where the expense of production exhibits a downward trajectory concomitant with their 
dissemination, the cost associated with woody biomass is not anticipated to diminish. We have coined
 the term “woody biomass economy" to denote the economic framework that is emblematic of energy 
utilization through biomass, and have embarked on a multi-faceted investigation. We have been 
instrumental in elucidating and augmenting the understanding of an array of issues, including the 
geographic confinement of commodity circulation, the marked reliance of commodity output on 
terrestrial attributes, the imperative of allocating additional resources towards afforestation to 
undergird sustainable forestry, local employment provenance, the local monetary balance adjustment, 
and carbon sequestration in the protracted continuum.

研究分野： 環境経済学

キーワード： 木質バイオマス　再生可能エネルギー　地域経済　FIT　森林環境税　林業労働　産業連関　地域際収支
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研究成果の学術的意義や社会的意義
木質バイオマスをエネルギー利用する際に、遠方まで運ばずに地域内で利用することが費用効率性の観点から望
ましいだけではなく、地域における産業を育成して雇用を創出する観点からも望ましいということを明らかにす
ることができた。特にFITや財政を通じて、林業と木質バイオマス経済が地域経済の発展を支えるために地域外
から貨幣を獲得する産業（Export Base）となっていることを研究史上初めて明らかにした意義は、学術的にも
社会的にも大きい。もっとも、低質な林業労働と再造林の停滞といった課題も抱えていることも明らかになって
おり、政策的対応について検討を重ねる必要がある。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 
 我々が再生可能エネルギー（再エネ）の中で木質バイオマスのエネルギーに注目した理由は、
遠隔地への輸送コストが高いという性質による。木材は太陽光・風力とは異なり蓄積しておくこ
とが可能であるが、重量が重く遠方に運ぶことは経済的に非効率となる。さらに電力分野での再
エネ導入が進むと木質バイオマスのエネルギーを電力に転換するのではなく熱のまま利用する
ことの重要性が高まるが、熱エネルギーの輸送は電力よりもさらに制約が強い。空間的制約が強
いということは大規模集中型の発電よりも小規模分散型の発電・熱利用の方が経済効率性が高
いことを意味しており、このことが木質バイオマスのエネルギー利用は地方部で産業となるポ
テンシャルが高いことを示している。 
 
２．研究の目的 
 森林を伐採して、木材を建築材料として利用して、建材として価値の低い部分をエネルギーと
して利用し、植林をして次世代の森林を育成する。エネルギー価格を通じて社会的費用を回収さ
せる FIT と森林環境税等の財政制度が、このような持続可能な林業とエネルギー利用を支える
政策的な枠組みとして存在している。このような地域における生態的・経済的循環を＜木質バイ
オマス経済＞と定義して、日本および世界最大の二酸化炭素排出国である中国を分析対象とし
た。本研究は＜木質バイオマス経済＞の空間的条件を整理して、１）地図上に理想的なエネルギ
ー利用権を示すこと、２）単に資源量と物理的な距離ではなく林業や他産業との関係という地域
的条件が与える影響を抽出すること、３）固定価格買取制度（FIT）といった政策の影響を抽出
することを目指した。 
 
３．研究の方法 
 大きく分けて理論モデルの構築・応用と事例調査というふたつの方法を予定していた。理論モ
デル分析では空間的条件を踏まえた木質バイオマスの最適利用圏の導出と、環境税・補助金・FIT
といった政策の検証を行うこととした。事例調査では日本の大規模（沿岸部の集中発電）及び小
規模（分散型発電・熱利用）の木質バイオマスのエネルギー利用実態を調査し、地域内の林業と
の連携や製材等における残渣の利用など地域的条件について調査を行うこととした。中国の事
例調査では、そもそも中国の再エネ政策・FIT や森林政策、木質バイオマスの利用実態などがほ
とんど知られていないことから基礎的な実態調査を行うこととした。 
 
４．研究成果 

⑴ 理論モデルの構築と応用について 

 空間的条件を踏まえた理論モデルの構築について、ふたつの成果が得られた。ひとつには輸送
距離を勘案した木質バイオマスの利用圏を、GIS を用いて地図上で示した。もうひとつには日本
の都道府県レベルの産業連関表を用いて地域間の距離と輸送コストを勘案したグラビティモデ
ルによって都道府県間産業連関表を作成し、地域ごとの木材の利用が地域間の経済に波及する
影響の分析を行った。 
 政策的条件を理論モデルに落とし込む過程で、地域ごとの資金移転（マネーフロー）が地域経
済の維持・発展と密接な関係にあることを発見した。地域際経済関係に注目した古典的な研究と
して D.ノースの Export Base Theory がある。ノースによれば移出産業が地域経済発展の原動力
になっている。このような考え方を木質バイオマスや再エネに応用したのが中村良平の基盤産
業論や諸富徹の地域付加価値創造分析である。基盤産業論は特化計数を用いて移出-移入がより
大きい産業で、なおかつ規模の大きい産業が地域経済発展の鍵であると論じた。地域付加価値分
析においては事例分析を通じて基盤産業論に税や補助金といった政策枠組みを追加して分析を
行っている。しかし、基盤産業論には政策を分析に加えられず、地域付加価値分析は全体的な評
価を行うことができない。 
 そこで我々は、移出産業が地域外から貨幣を獲得しているという事実に着目し、FIT という政
策によってもある地域で賦課金として徴収された貨幣が別の地域で再エネ電力の買取に利用さ
れているという特徴が他地域から貨幣を獲得していることを明らかにした。木質バイオマスの
エネルギー利用は FIT を通じて基盤産業ではなくとも Export Base と同様の効果を持っている
ことになる。この発見をベースにして、FIT がトータルとして地域経済を発展させているのか、
それとも負担となっているのか、これらの地域間の資金移転の効果が地域間再分配的（経済力の
弱い地域から強い地域への移転）であるのか格差拡大的であるのかについて、日本と中国でそれ
ぞれの地図上に表した。図１は日本の FIT を通じた木質バイオマスのエネルギー利用が地域間
再分配に与える効果の分析で、都市圏と林業が盛んな東北・九州・四国との間では地域間再分配
が認められるものの北海道・北陸・東海においては地域間格差を拡大させる傾向が強いことが明
らかとなった。図２は木質バイオマスに限らない再エネ全体の地域間再分配効果であるが、沿岸
部から内陸部へと地域間の再分配効果が認められるが現在工業化が進展中である中部において
は地域格差を拡大させる効果が認められることが明らかとなった。 



 

 

図１ 日本の FIT の地域間再分配効果    図２ 中国の FIT の地域間再分配効果 
出所：佐藤一光、吉弘憲介（2021）「財政調整と地域経済を一体的に捉えるマネーフロー分析 ― 応用とし

ての FIT の市町村別収支の４象限地図」『桃山学院大学経済経営論集』62(4)、227-252、及び佐藤一
光、徐一睿、吉弘憲介（2023）「中国における再生可能エネルギー政策の実態 ― 地域差別価格を組
み込んだＦＩＴ ― 」『自治総研』532、1-27。 

 
 なお、これらの FIT の分析のベースとなるべき地域際収支に着目した財政機能に関する基礎
研究が欠如していることが分かったため、本研究で構築した都道府県間産業連関表を用いて一
般的な税制・補助金まで含めた基礎研究も進展させた。日本では財・サービスの取引を通じた貨
幣の移動は東京へと集中しているが、財政調整を通じて地方へと資金移転が行われていること、
それでも東京一極集中の是正には不十分であることが明らかとなっている。地域際収支に注目
した政策研究はこれまで存在しなかったため、新しい研究分野を切り拓いたという成果をあげ
ることができた。 
⑵ 事例調査について 
 研究期間中の 1 年度目は当初の計画よりも早いペースで実地調査を進めることができ、東北
と九州の大規模・小規模の事例について把握することができた。しかし、1年目の末に Covid-19
の流行が発生し、2年目と 3年目には実地調査を行うことができなかったため、研究期間を延長
して 4年目に実地調査を再開することができた。しかしこの間、中国への渡航は厳しく制限され
たままであったため予定していた中国における実地調査は実現することができなかったため、
代替措置としてオンラインを用いたインタビュー調査を行った。 
 事例研究としては研究計画当初の仮説通りの結果が得られた。大規模な木質バイオマス発電
においては海外より PKs やチップ等の輸入が前提となっており、化石燃料の節約にはなるもの
の最適エネルギー圏から望ましいものとはいえず、地域経済への波及効果が低いということが
分かった。小規模な熱利用については事例の少なさから十分に経済効果を分析することはでき
なかったが、小規模な発電については地域の林業・製材業と密接に関わり合いながら、木質バイ
オマスの調達を行っていることが分かった。しかし、FIT は発電所の立地を促進するものの木質
バイオマスの買取価格の上昇が林業の収益率を高めて、林業が活性化することでさらに木質バ
イオマス生産が促進されるという効果がほとんど確認されないということが分かった。その理
由として林業全体に占める FIT の買取額が小さいこと、買取価格が十分に高くないことといっ
た経済的理由だけではなく、当初から想定していた気候や土壌、傾斜といった地理的条件に加え
て、林業における人手不足や低賃金労働、労働強度の高さや労働災害の発生率の高さといった労
働環境の悪さが背景にあることが分かった。 
 中国の事例については、中国の FIT が日本とはかなり異なる制度設計となっていることが明
らかとなった。中国の FIT 研究としては世界でも初めての発見である。日本の FIT においては、
電気料金に上乗せされる賦課金が再エネ電力の買取価格の原資となっており、通常の売電とは
異なるスキームで支払いが行われる。それに対して中国の FIT では賦課金の徴収額が低いため
に再エネ電力を買取る一部を補助する補助金として支払われているに過ぎないことが分かった。
他方で、省ごとに電力の売電価格が異なっており、電力の小売価格も異なっているため、地域別
の差別価格をベースとした資金移転が発生していることが明らかとなった。売電価格も電力小
売価格も政策的に制御されているため、FIT の賦課金・補助金を通じる以上の金額が地域間の再
分配/逆再分配の原資となっているということになる。中国の林業と木質バイオマスのエネルギ
ー利用の状況についても基礎的な事実を整理することができた。中国は積極的な林業政策によ
って森林面積を増加させており、建材の生産をほどんど行っていないために木質バイオマスの
エネルギー利用は間伐等と製紙業に付随する残渣利用に留まっていることが分かった。長期的
なカーボンシンクとして森林を利用する場合のモデルになる可能性が示唆された。 
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